














日米安保条約は旧条約（1951 年）、新条約（1960 年）、安保再定義（1996 年）、
集団的自衛権に関する閣議決定（2014 年、ガイドライン見直しへ）を通じて、
一貫して、アメリカ国家にとって日本における基地条約（米軍の基地・駐兵・
演習・通過のための条約）（旧・第 1 条、新・第 6 条）であり、日本国家にとっ
ては、安全保障上、核抑止力を含めて、米軍の存在を確保し、米軍の軍事力





















































































































































































上述のことを 2 国間の同盟に適用すると、両国それぞれの国境、国益 1（日
























その意味で、日米安保条約は片務的条約である。しかし、日本の国益 1 ～ 4、
および国際公共財の利用は、米国の国益 2 ～ 4、および国際公共財の提供と
深く関わっている。そのことが揺らいだのが 1980 ～ 90 年代の日米経済摩擦














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































なる。しかし、ABCC の最初の調査では、爆心地から 2km 以内で被爆し、脱毛、紫斑、
口内炎の放射線急性障害にかかった者を「有意な被曝線量を浴びた」放射線被爆者と
し、2km 以遠の低線量被爆者は、早期入市者と、黒い雨の地域の人々を含めて「非被
爆者」として取り扱ったことや（中川 2011、99 － 102 頁）、ABCC/ 放影研の 1950 年
以降の継続調査では、1950 年 1 月に広島・長崎の原爆被爆者のコホート（9 万 3 千人）、
非被爆者のコホート（2 万 7 千人）を決めたことで、被爆者コホートが本来の 5 年前
の被爆者コホートではないこと（その間に死亡した被爆者、あるいは市外移住者など









































米国は、福竜丸事件では、1955 年 1 月に、日本政府への 200 万ドルの補償
金を支払うことで、国民的規模の原水爆反対の世論をかわした（黒崎












（Armitage and Nye 2012）。このような日米間の不対等性は、日本における
原発再稼働への追い風となっている。日本の中には、核の潜在的抑止力（核
武装の可能性）を念頭において脱原発に反対する意見も散見される（石破
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